2008年度「労働法」（水町）

第23回　不当労働行為の禁止（text334-350）
１　不当労働行為制度の趣旨
　　○団結権侵害説
　　○立法政策説

　　　＊両説の実際上の違いはどこにあるか？

　　　　＃130、＃131など
２　不当労働行為の成立要件
2.1　総説
2.1.1　不当労働行為の類型
　　○不利益取扱い（1号、4号）

　　○団交拒否（2号）

　　○支配介入（3号）
2.1.2　不当労働行為の主体

　　○原則：労働契約上の使用者

　　○例外

　　　　・「現実的かつ具体的に支配・決定」できる地位にある者

　　　　　＃4
　　　　・「近い過去」・「近い将来」の使用者

　　　　　＃117参照

JR北海道・日本貨物鉄道事件・最一小判平成15・12・22民集57巻11号2335頁
http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/2754A7F80E1357A249256F3A00269E82.pdf
2.2　不利益取扱い
　　○成立要件
　　○不当労働行為意思

　　　　・理由の競合

　　　　・第三者による強要

　　○集団的賃金差別の立証

　　　　・大量観察方式

　　　　　＃115

　　　　・「継続する行為」（労組法27条2項）

　　　　　＃127

2.3　支配介入

　　○成立要件

　　　　・具体例

　　　　・使用者の発言・意見表明

　　　　　＃121

　　○支配介入の意思

　　○施設管理権の行使と支配介入

　　　＃122

３　不当労働行為の救済

3.1　労働委員会による救済
　　○救済手続

　　○救済命令の内容と限界

　　　　・労働委員会の裁量（効果裁量≠要件裁量）

　　　　・裁量権の限界

　　　　　＃125

　　○労働委員会命令の取消訴訟

　　　　・緊急命令

　　　　　＃129

3.2　不当労働行為の司法救済

　　○法的根拠

　　　＃130、＃131など

　　○司法救済の内容
　　　　・典型例
　　　　・行政救済との相違

探究　アメリカでは、使用者側の不公正な行為だけでなく、労働者側の不公正な行為も不当労働行為として禁止されている。日本では、これまでみたように、使用者側の行為しか禁止されていない。この点をどう考えるか？　また、アメリカでは、不当労働行為の救済は専門の行政機関（全国労働関係局（NLRB））の専属的任務だとされており、裁判所は司法審査という間接的な形で関与するにすぎない。日本でも、不当労働行為の救済は労働委員会の専属的任務とするように制度設計すべきか？
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